
 

第１回 熊本都市圏連絡道路経済効果等検討会 

～10分 20分構想の実現に向けた経済効果等検討のキックオフ～ 

 

日時：令和３年１１月５日（金）１５時～ 

場所：桜の馬場 城彩苑 ２F 多目的交流室 

 

議 事 次 第 

 

１． 開会 

２． 議題 

（１） 検討会設立の背景と趣意 

（２） 要綱（案）について 

（３） 現下の交通状況による経済損失と「10 分 20 分構想」

による期待 

（４） 経済波及効果等の調査検討の進め方 

３． 閉会 

 

 

《 配付資料 》 

資料１  ：設立趣意書 

資料２  ：検討会設置要綱及び構成員名簿 

資料３  ：現下の交通状況による経済損失と「10 分 20 分構想」

による期待 
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【資料１】 

熊本都市圏連絡道路経済効果等検討会 

設 立 趣 意 書 
 

 

熊本市は、熊本城を中心に都市機能が充実した中心市街地と、豊か

な自然や良好な農漁村地域等で形成される、九州中央における広域

交流の主要都市である。 

平成 28年の熊本地震を踏まえ、地元経済界では、持続的な都市の

発展はもとより、熊本地震からの創造的復興を実現させるため、都市

圏交通網強化プロジェクト等を反映した「熊本市中心市街地グラン

ドデザイン 2050」を取りまとめたところ。 

 

このような中、都市の発展のために不可欠である広域的な道路ネ

ットワークの形成と円滑な道路交通を確保するため、これまで熊本

県内の高規格道路が着実に整備され、熊本と九州各県や県内各都市

との連携・交流機能の強化が図られてきた。 

一方、熊本都市圏においては、慢性的な交通渋滞により、熊本市中

心部と九州縦貫自動車道や阿蘇くまもと空港などの交通拠点のアク

セス性が非常に低く、都市圏内の渋滞解消が長年の課題となってい

る。 

 

これらの状況を踏まえて、熊本県と熊本市は、本年６月に策定され

た「熊本県新広域道路交通計画」において「１０分・２０分構想」を

掲げ、交通拠点等へアクセスする「熊本都市圏北連絡道路」、「熊本都

市圏南連絡道路」、「熊本空港連絡道路」の３つの路線を高規格道路と

して位置づけており、地元経済界としても都市圏の高規格道路整備

に大いに期待を寄せている。 

 

我々は「１０分・２０分構想」の一日も早い実現に向け、「熊本都

市圏道路経済効果等検討会」を設立し、構想の実現が熊本県のみなら

ず九州全体へ与える様々な経済効果について調査するとともに、市

民や道路利用者の理解を深め、地域の機運醸成に繋がる効果的な取

り組みを行う。 
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「熊本都市圏連絡道路経済効果等検討会」設置要綱 
 

（名称） 

第１条 この会議は、熊本都市圏連絡道路経済効果等検討会（以下「検討会」という。）と

称する。 

 

（目的） 

第２条 検討会は、「熊本県新広域道路交通計画」（令和３年６月策定）において掲げられ

た「１０分・２０分構想」に関し、その実現が熊本県及び九州全体へ与える様々な経済

効果等を調査するとともに、地域の機運醸成に寄与することを目的とする。 

 

（組織・運営） 

第３条 検討会は、別紙１に掲げる者をもって構成する。なお、必要に応じて、検討会の

承諾を得て構成員を追加することができる。 

２ 検討会に座長を置き、構成員の互選により選出する。 

３ 座長は、検討会を代表し、会務を総括する。 

４ 座長は、必要に応じて、検討会を招集し、その運営、進行にあたるものとする。 

５ 座長は、必要があると認めるときは、座長代理を指名することができる。 

６ 検討会には、構成員の代理者の出席を認める。 

７ 座長は、必要に応じて、構成員以外の者に出席を要請し、意見の陳述、説明その他の

必要な協力を求めることができる。 

 

（構成員の責務） 

第４条 構成員は、公正かつ公平に意見を述べなければならない。 

２ 構成員の任期は、１年とするが、再任されることができる。 

３ 構成員は、直接又は間接を問わず、特定の利害関係者の意見を代弁してはならない。 

４ 構成員は、本検討会で知り得た情報を漏らしてはならない。委員の職を退いた後も同

様とする。ただし、熊本県及び熊本市が、公表した情報又は認めた場合については、こ

の限りでない。 

 

（事務局） 

第５条 検討会の庶務を処理するため、事務局を熊本県土木部道路都市局道路整備課及び

熊本市都市建設局土木部道路計画課に置く。 

事務局は、会議の円滑な運営にあたるとともに、議事録を整理するものとする。 

 

（要綱の改正） 

第６条 本要綱の改正は、検討会の決議によらなければならない。 

 

（雑則） 

第７条 この要綱に定めるもののほか、検討会の運営に必要な事項は座長が定める。 

 

附 則 

 

この要綱は、令和３年（２０２１年）１１月５日から施行する。 

【資料２】 
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別紙１ 
 

熊本都市圏連絡道路経済効果等検討会  

構成員 
               

      

所属・役職 氏名 

熊本商工会議所副会頭 古庄 忠信 

熊本経済同友会副代表幹事 野々口 弘基 

熊本大学くまもと水循環・減災研究教育

センター 准教授 
円山 琢也 

東海大学 経営学部観光ビジネス学科 

教授 
小林 寛子 

熊本日日新聞社 編集局次長 清田 幸子 

 

 

事務局 

 熊本県 土木部 道路都市局 道路整備課 

 熊本市 都市建設局 土木部 道路計画課 
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第１回 熊本都市圏連絡道路
経済効果等検討会

～10分20分構想の実現に向けた経済効果等検討のキックオフ～

令和３年１１月５日

資料３

・現下の交通状況による経済損失と「10分20分構想」による期待
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５．他都市事例から見る熊本の将来への期待
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➢熊本県新広域道路交通計画（2021年6月）において、“すべての道はくまもとに通じる”という基本コンセプトの下、
熊本県及び熊本市の将来像実現に向けた広域道路ネットワークの基本方針・計画を定めた。
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１．本検討会の目的について

■熊本県新広域道路交通計画について

「九州の中心に位置する地理的優位

性を最大限に発揮し、

“すべての道は、くまもとに通じる”

という考えのもと、広域道路ネット

ワークの整備を進めていきます」

“すべての道は、

くまもとに通じる”



➢熊本都市圏と九州各県主要都市を１５０分で結ぶ『150分構想』熊本都市圏と県内主要都市を90分で結ぶ『90分
構想』中心部から交通結節点まで定時性速達性を確保する『10分・20分構想』をコンセプトとしている。

150分構想 90分構想

NW定義
交通機能

概 念 図

10分・20分構想

●九州各県を結ぶ循環型高速NW
●広域的な交流促進･連携強化

●地域拠点間を連絡する道路NW
●都市間アクセス

●都市圏の円滑な交通NWの形成
●都市間アクセス･都市内アクセス

4

１．本検討会の目的について

■熊本県新広域道路交通計画 広域道路ネットワークのコンセプト

「熊本都市圏と九州各県主要都市を
150分で結ぶ高速交通ネットワーク
を構築します」

「熊本都市圏及び熊本空港と
県内主要都市を90分で結ぶ

幹線道路ネットワークを構築します」

「熊本市中心部から高速道路ICまでを
約10分で結ぶ循環型ネットワーク、
熊本空港までを約20分で結ぶ
定時性・速達性を兼ね備えた
道路ネットワークを構築します」



熊本県新広域道路交通計画

➢熊本県新広域道路交通計画（2021年6月）において、熊本市中心部から交通結節点までの定時性・速達性を確
保する新たな３路線が位置付けられた。

高規格道路

・高速自動車国道と一体的に機能する広域的な道路ネットワーク
・サービス速度が概ね60km/h以上

・九州自動車道
・九州中央自動車道
・南九州自動車道
・熊本天草幹線道路

・中九州横断道路
・熊本環状道路
（西環状道路）
・熊本環状道路
（東環状道路）

・有明海沿岸道路
・熊本都市圏北連絡道路
・熊本都市圏南連絡道路
・熊本空港連絡道路

一般広域道路

・広域道路のうち、高規格道路以外
・サービス速度が概ね40km/h以上

・国道3号
・国道57号
・国道208号
・大外環状道路
・玉名縦貫連絡道路
・八代人吉道路
・人吉芦北道路

・熊本港連絡道路
・人吉西米良宮崎道路
・八代港連絡道路
・熊本天草道路
・熊本延岡道路

構想路線

・広域道路としての役割が期待されるため、
今後、地域の実情に応じて必要な検討を行う路線

・島原天草長島連絡道路
・八代・天草シーライン

・八代海沿岸道路
・日田阿蘇道路

・阿蘇山都道路
・阿蘇高千穂道路
・有明海沿岸連絡道路

※赤字は新規路線 5

１．本検討会の目的について

■熊本県新広域道路交通計画 路線区分



１．本検討会の目的について
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■目的
➢「熊本県新広域道路交通計画」（令和３年６月策定）に新たに位置づけられた「10分・20分構想」の実現が、“熊
本都市圏”のみならず“熊本県”“九州”に与える効果を検討することを目的とする。

資料：熊本県新広域道路交通計画(R3.6)

※既存計画路線については、
供用中・事業中区間のみ表示

■【新規路線】広域道路ネットワーク計画（熊本都市圏拡大版）



１．本検討会の目的について

■10分・20分構想は九州における「ラストピース」

7

➢ 熊本都市圏と九州各県主要都市を150分で結ぶ「150分構想」、県内主要都市を90分で結ぶ「90分構想」、これ
らの構想と相乗的な効果を発揮する「10分・20分構想」がある。

➢ 「10分・20分構想」は九州の中心に位置する熊本における広域道路の「ラストピース」である。

[熊本県新広域道路交通計画より]

ICアクセス
約10分

空港アクセス
約20分港アクセス

ICアクセス
約10分

九州 150分構想 熊本県 90分構想 10分・20分構想熊本市・熊本都市圏

[九州圏広域地方計画より]
[熊本県新広域道路交通計画より]

九州基幹都市連携圏

現在の熊本 将来の熊本

ラストピースであるハブを追加

車輪が機能するにはハブと
スポークが必要

ハブ＆スポークスポークのみ



事業の執行

１．本検討会の目的について

■「経済波及効果」の位置付け

8資料：国土交通省「道路行政の簡単解説」より作成

事業の執行 維持管理

今回検討する
経済波及効果

道路事業の流れと
「経済波及効果」の

位置付け

➢ 本検討会の「経済波及効果」とは、事業の執行における新規事業採択時評価の際に求める費用便益分析
（B／C）より前工程における道路の調査（構想）段階での効果を検討するものである。

資料：国土交通省

道

路

コ

ン

セ

プ

ト

構

想

段

階

費用便益分析
（B／C）

道路の調査



１．本検討会の目的について
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■本検討会の進め方

～10分20分構想の実現に向けた経済効果等検討のキックオフ～
１．本検討会の目的について
２．熊本都市圏の現状
３．熊本都市圏における交通課題
４．交通課題に伴う経済損失の例
５．他都市事例から見る熊本の将来への期待

～ 10分・20分構想の実現による効果～

～10分20分構想の実現に向けた情報発信および今後のシナリオ～

第１回

第２回（案）

第３回（案）
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１．調査の背景 （１）熊本都市圏の特性
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➢ アジア地域の成長力を引き込む日本の成長センターを目指す「ゲートウェイ九州」の中で、熊本はほぼ中央に位置し、有明海
を挟んで九州5県と接している。

➢ 九州各県の県庁所在地の都市人口を比較すると、福岡市が約153万人と最も多く、熊本市は約74万人で2番目に多い。

■地理的特性

資料：国勢調査（2015年時点）を基に作成

資料：国土地理院地図を基に作成

九州地方のメッシュ人口

資料：九州圏広域地方計画の概要（九州地方整備局HP）

２．熊本都市圏の現状２．熊本都市圏の現状
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１．調査の背景 （１）熊本都市圏の特性
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➢ 熊本市の人口は平成24年に政令市に指定され、現在約74万人。
➢ 都市部（DID：人口集中地区）は、熊本市を中心に熊本都市圏東部地域へ拡大。
➢ 熊本都市圏を構成する市町村のうち、東部地域の菊陽町や大津町、合志市は今後も人口の増加が期待される。

■人口

・政令市に指定

・九州新幹線（鹿児島中央～新八代間）開業

・新熊本空港開業
・九州道（植木～熊本）開通

・熊本大空襲

実値 推計

資料：国勢調査（S22～H27）、国立社会保障・人口問題研究所（H32 ～H57）

熊本市の人口推移 人口集中地区（DID）の推移

資料：国勢調査

資料：国勢調査（H17～H27）、国立社会保障・人口問題研究所（H3７～H57）

東部地域の人口の伸び率

熊本都市圏※

熊本市

西原村

益城町

菊陽町

大津町
合志市

※熊本都市圏：熊本市、宇土市、宇城市、合志市、
大津町、菊陽町、西原村、益城町、
嘉島町、御船町、甲佐町

２．熊本都市圏の現状２．熊本都市圏の現状



１．調査の背景 （１）熊本都市圏の特性
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➢ 熊本県のGDPは、熊本空港や九州道が開通した昭和50年頃より増加傾向にあったが、近年は横ばい傾向。
➢ GDPの内訳を見ると、製造業の割合が最も高く約2割を占めるため、移動の円滑化により、物流の活性化や出荷ニーズの増加

が期待される。

■県内総生産（ＧＤＰ）

・政令市に指定・九州新幹線（鹿児島中央
～新八代間）開業

・新熊本空港開業
・九州道（植木～熊本）開通

熊本県のGDP推移 熊本県における県内総生産の産業別内訳※

資料：熊本県産業成長ビジョン（2020年12月改定）

※平成29年度（2017年度）

２．熊本都市圏の現状

資料：内閣府「県民経済計算」
※S30～S49：S55基準、S50～H1：H2基準、H2～H７：H7基準、H8～H26：H17基準、H27以降：H23基準で推計）

２．熊本都市圏の現状
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１．調査の背景 （１）熊本都市圏の特性
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➢ 製造品出荷額の内訳を見ると、半導体、自動車、食品バイオ関連で全体の約6割を占める。
➢ 製造品出荷額の推移を見ると、近年増加傾向。
➢ 工場立地特例対象区域の分布を見ると、熊本都市圏東部地域に多く分布。

■産業：製造業

製造品出荷額の内訳※ 産業集積の状況

製造品出荷額の推移
資料：熊本県産業成長ビジョン（2020年12月改定）

資料：工業統計に基に作成（従業員4人以上を対象）

増加傾向

※平成30年度（2018年度）

工場立地特例対象区域
企業立地ガイドKUMAMOTO提案地域
半導体及び自動車関連企業立地箇所

２．熊本都市圏の現状２．熊本都市圏の現状



１．調査の背景 （１）熊本都市圏の特性

15

➢ 農業産出額の内訳を見ると、野菜の占める割合が最も多く約4割を占める。
➢ 農業産出額の推移を見ると、近年増加傾向。
➢ 全国シェアトップ5に入る主要な品目も多く、生産量1位のスイカやトマトなど、多くの野菜や果実がトラックで本州へ出荷。

■産業：農業

農業産出額の内訳※ 主要な農林水産品の
生産地と輸送状況

農業産出額の推移

資料：熊本のすがた

資料：生産農業所得統計を基に作成
資料：九州経済2018（農林水産省「生産農業所得統計」「生産林業所得統計」「漁業・養殖業生産統計」）

※熊本県内の産業農業所得統計は2019年のデータを使用

※平成30年度（2018年度）

２．熊本都市圏の現状２．熊本都市圏の現状



１．調査の背景 （１）熊本都市圏の特性
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➢ 熊本県内には、阿蘇くじゅう国立公園や雲仙天草国立公園など、各地に観光資源が分布。
➢ 宿泊客の地域別内訳を見ると、熊本市及び阿蘇地域の占める割合が高く、日本人では約6割、外国人では約8割を占める。
➢ 宿泊客数の推移を見ると、近年増加傾向。

■産業：観光

宿泊客の地域別内訳※ 観光資源の分布状況

宿泊客の推移

資料：熊本県観光統計

資料：熊本県観光統計を基に作成 資料：九州圏広域地方計画

※平成31年度（2019年度）

＜日本人＞ ＜外国人＞

＜延べ宿泊客数の推移＞ ＜外国人宿泊客数の推移＞
（万人） （万人）

２．熊本都市圏の現状２．熊本都市圏の現状
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１．調査の背景 （１）熊本都市圏の特性

17

➢ 熊本空港の旅客数は近年増加傾向にあり、特に国際線が増加傾向。
➢ また、熊本空港は運営の民間委託により、交流人口・ビジネス拡大に向けて取り組み、旅客数、貨物取扱量の増加を計画。
➢ 熊本港は、コンテナターミナルの拡張など物流機能強化を図っており、コンテナ貨物取扱量は増加傾向。

■物流・交通拠点（空港・港）

コンテナ貨物取扱量

空港旅客数の推移 旅客数・貨物取扱量の目標値

クルーズ船寄港回数

資料：空港管理状況調書を基に作成

資料：港湾統計を基に作成

＜旅客数＞

＜貨物取扱量＞

資料：熊本空港特定運営事業等マスタープラン
（熊本国際空港株式会社）

資料：九州クルーズレポートを基に作成

２．熊本都市圏の現状２．熊本都市圏の現状



１．調査の背景 （１）熊本都市圏の特性

➢ 熊本都市圏の交通手段分担率は、年々自動車割合が増加。公共交通については減少傾向。
➢ バス利用者数は、近年減少傾向。一方、市電・JRについては、増加傾向。電鉄については、横ばい。

■物流・交通拠点（鉄道駅・バスターミナル）

交通手段分担率の変化
（熊本都市圏）

公共交通の利用者数の推移
資料：熊本都市圏総合交通戦略

資料：熊本都市圏総合交通戦略

➢ 2011年3月：九州新幹線全線開通

➢ 2018年3月：JR鹿児島本線等高架化完了

➢ 2019年3月：熊本駅舎完成

➢ 2021年3月：熊本駅白川口駅前広場完成

➢ 4月：JR熊本駅ビル開業

桜町地区再開発施設 熊本桜町バスターミナル

熊本駅（白川口駅前広場）

18

２．熊本都市圏の現状２．熊本都市圏の現状



１．調査の背景 （１）熊本都市圏の特性
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■企業立地

資料：日本経済新聞 10月15日 朝刊1面

赤囲みの市町村が
熊本都市圏の範囲

1
兆
円
規
模
の
投
資
計
画

物
流
・人
流
の
活
性
化

２．熊本都市圏の現状２．熊本都市圏の現状

資料：企業立地ガイド熊本

熊本県が本年１０月に策定し
た「ＵＸプロジェクト基本計画」
において、阿蘇くまもと空港周
辺地域を拠点として知の集積
を図るため、県内外から企業
誘致を進めることとしている。

➢ 熊本都市圏の企業立地は、電子デバイス・半導体関連が最も多く、次いで情報通信・サービス業が多い。
➢ 半導体受託生産世界最大手のTSMCの熊本への工場進出も明らかになり、顧客となるソニーセミコンダクタマニュファクチャリ

ング㈱も含めて、物流・人流の更なる活性化が期待できる。
➢ 熊本県が進める「UXプロジェクト」においても、特に阿蘇くまもと空港周辺の企業誘致促進が期待される。

資料：熊本県



１．調査の背景 （１）熊本都市圏の特性
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➢ 平成28年の熊本地震では、大規模な斜面崩落等の甚大な被害が発生。
➢ 平成24年の九州北部豪雨では、24時間で450㎜の雨量により白川の氾濫により、多くの住宅が冠水。

■自然災害

平成24年九州北部豪雨平成28年熊本地震

資料：北九州地方整備局資料「熊本地震からの復旧、復興に向けて」

写真：九州地方整備局より提供

＜大規模な斜面崩落の状況（南阿蘇村 立野地区）＞
＜白川における出水状況（熊本市北区龍野1丁目地内）＞

写真：九州地方整備局資料より

○ 前 震 ○ 本 震
4月14日（木）21時26分

熊本県熊本地方（北緯32°44、東経130°48）

震源の深さ：11㎞

地震の規模：マグニチュード6.5

発生日時 ：

震 源 地 ：

震源の深さ：

地震の規模：

4月16日（土）01時2５分

熊本県熊本地方（北緯32°45、東経130°45）

1２㎞

マグニチュード7.3

発生日時 ：

震 源 地 ：

震源の深さ：

地震の規模：

資料：熊本県河川課パンフレット「九州北部豪雨 治水対策事業概要」

＜白川水系流域内の24時間雨量分布（7月11日11時～12日10時）＞

4月14日21時26分
M6.5 最大震度7

4月16日01時25分
M7.3 最大震度7

２．熊本都市圏の現状２．熊本都市圏の現状
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本
都
市
圏

➢他都市圏と比較し、熊本は環状道路と中心部の道路整備が遅れている。
昭和５０年（1975） 平成２年（1990） 令和２年（2020）

福
岡
都
市
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島
都
市
圏
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自動車専用道路
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３．熊本都市圏における交通課題

※人口は各市（国勢調査）
※昭和50年は既存
工事誌等参照。
※H2,R2はセンサス参照
※縮尺は3都市同一 22

■熊本都市圏道路網の現状
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人口
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自専道45年で
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自専道45年で
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熊本都市圏

➢他都市圏と比較し、熊本は中心部～交通拠点間のアクセス性が低い。
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熊本 福岡 広島近隣IC 港

■中心部（市役所）～各交通拠点間の所要時間

駅 空港

熊本 福岡 広島 熊本 福岡 広島 熊本 福岡 広島 熊本 福岡 広島

資料：H27道路交通センサス（混雑時旅行速度の上下平均値を用いて算出）

23

■交通拠点との所要時間
自動車専用道路

国道（直轄）

自動車専用道路
（事業中等）

熊本は拠点アクセス機能が脆弱

３．熊本都市圏における交通課題
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２．熊本都市圏における交通課題 （１）平常時・災害時における課題

24

➢ 近年、インターネットショッピング等の普及もあり、宅急便等の小口配送が増加傾向。
➢ 熊本市でも、熊本IC付近の物流拠点に輸送後、各配送先へ小口輸送されており、輸送時間の長さや
時間の不確実性が問題視されている。

➢ 速達性・定時性を向上させることにより、物流効率が向上し、産業の発展が期待。

■物流拠点～熊本市役所周辺のアクセス強化

再現

熊本市役所～物流拠点までの所要時間

資料：九州高速道路ターミナル株式会社HP

所要時間のばらつき

資料：プローブデータ（H29.2 平日7時台～18時台）

資料：平成30年度宅配便等取扱個数の調査及び集計方法 国土交通省

宅急便等取扱個数の推移

増加傾向

３．熊本都市圏における交通課題３．熊本都市圏における交通課題
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■経済損失の全体像

➢ 搬送時間短縮への課題
➢ 搬送中の振動・揺れへの課題

医療

観光

➢ 交通拠点へのアクセス性の低さ
➢ 熊本は、福岡と比較して、空港～

熊本駅周辺の移動時間が長いた
め、活動時間が制約。

➢ 滞在時間不足による消費が抑制。

物流

➢ 物流拠点へのアクセス性の低さ、
渋滞の多さによる時間的な損失

➢ ＥＣ利用の増加による配送時間の
増加

➢ 輸送時間の長さや時間の不確実
性

企業誘致

➢ 輸送ルート・代替ルートの少なさ
➢ 防災拠点機能の弱さ

災害

➢ 全国ワースト1位の渋滞状況
➢ ミッシングリンクの存在

産業全般

➢ 交通課題による経済損失は物流面、観光面、災害面など様々。

資料：熊本県・熊本市「熊本県新広域道路交通計画」（2021年6月）他、各種資料より作成

４．交通課題に伴う経済損失の例

➢ 走行速度の低さによるＣＯ２排出
量の増加

地球環境
➢ 日常生活での移動に伴う渋滞損

失

市民生活

➢ 自動運転普及による技術導入の
遅れ

技術の進展
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➢ 全国政令指定都市の中で、熊本市の平均速度は全国ワースト1位。
➢ 熊本市民の渋滞損失を試算すると、1人当たり約17～24万円/年。(平均所得の5.8～8.1％※1）

■熊本市民の渋滞損失の試算

■試算条件
渋滞損失の試算は、熊本市内において、指定最高速度での通過時間と平均速度での通過時間の差に、交通量、1
台当たりの平均乗車人員、時間評価値を乗じて、損失を算出。平均速度を、昼間12時間平均速度とした場合の損失
を下限値、混雑時平均速度とした場合の損失を上限値としてそれぞれ算出。
【昼間12時間平均速度】熊本市内における1人あたりの渋滞損失額
(約4,817万 h/年× 2,376円/(h・台)＋約353万 h/年×4,077円/(h・台)) / 約74万人
＝約17万円/(人・年)

【混雑時】熊本市内における1人あたりの渋滞損失額
(約6,750万 h/年× 2,376円/(h・台)＋約488万 h/年×4,077円/(h・台)) / 約74万人
＝約24万円/(人・年)

➢ 熊本市内における乗用車渋滞損失時間： 【昼間12時間平均速度】約4,817万 h/年,【混雑時】約6,750万 h/年
➢ 熊本市内における普通貨物車の渋滞損失時間： 【昼間12時間平均速度】約353万 h/年,【混雑時】約488万 h/年
➢ 乗用車の時間評価値：2,376円/(h・台)（H30費用便益分析分析マニュアル）
➢ 普通貨物車の時間評価値：4,077円/(h・台)（H30費用便益分析分析マニュアル）
➢ 熊本市内における人口：約74万人

●渋滞損失時間（H27道路交通センサスデータ）
渋滞損失時間（混雑時）＝（混雑時速度-指定最高速度）×昼間12時間自動車類交通量×365
渋滞損失時間（昼間12時間）＝（昼間12時間平均速度-指定最高速度）×昼間12時間自動車類交通量×365
※速度もしくは交通量データが欠損している場合は、集計対象外

４．交通課題に伴う経済損失の例
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全国政令指定都市の平均速度（DID内）

※各市のDID範囲を対象に、高速道路は除いて集計
※3大都市圏に該当する政令指定都市（東京、大阪、名古屋）は除いて集計 資料：全国道路・街路交通情勢調査（H27）

熊本市中心部（DID）の平均速度は

全国ワースト1位
⇒熊本市は中心部の交通事情が非常に悪い

経済損失

家事

習い事

勉強・学習
自己啓発

スポーツ
文化

趣味

例えば、渋滞により下記の
時間が奪われることよる損失を金銭評価したもの

仕事

育児

介護

団らん

渋滞損失額

【熊本市民】

1人当たりの損失額

約17～24万円/年

※1 平成30年 市町村民経済計算より



■試算条件等
渋滞損失の試算は、熊本県内において、指定最高速度での通過時間と平均速度での通過時間の差に、交通量、1台当たりの平均乗車人員、時間評
価値を乗じて、損失を算出。平均速度を、昼間12時間平均速度とした場合の損失を下限値、混雑時平均速度とした場合の損失を上限値としてそれぞ
れ算出。
【昼間12時間平均速度】熊本県内における1人あたりの渋滞損失額
(約8,389万 h/年× 2,376円/(h・台)＋約711万 h/年×4,077円/(h・台)) / 約179万人
＝約13万円/(人・年)

【混雑時】熊本県内における1人あたりの渋滞損失額
(約10,953万 h/年× 2,376円/(h・台)＋約908万 h/年×4,077円/(h・台)) / 約179万人
＝約17万円/(人・年)

➢ 熊本県内における乗用車渋滞損失時間： 【昼間12時間平均速度】約8,389万 h/年, 【混雑時】約10,953万 h/年
➢ 熊本県内における普通貨物車の渋滞損失時間： 【昼間12時間平均速度】約711万 h/年, 【混雑時】約908万 h/年
➢ 乗用車の時間評価値：2,376円/(h・台)（H30費用分析マニュアル）
➢ 普通貨物車の時間評価値：4,077円/(h・台)（H30費用分析マニュアル）
➢ 熊本県内における人口：約179万人

●渋滞損失時間（H27道路交通センサスデータ）
渋滞損失時間（混雑時）＝（混雑時速度-指定最高速度）×昼間12時間自動車類交通量×365
渋滞損失時間（昼間12時間）＝（昼間12時間平均速度-指定最高速度）×昼間12時間自動車類交通量×365
※速度もしくは交通量データが欠損している場合は、集計対象外

渋滞損失額 【熊本県民】

1人当たりの損失額 約13～17万円/年

２．熊本都市圏における交通課題 （２）現在の交通課題による経済損失の例
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熊本県（混雑時旅行速度）

育児
勉強・学習

自己啓発 家事 団らん

■熊本県民の渋滞損失の試算

４．交通課題に伴う経済損失の例

などを
できたはず
の時間

資料：全国道路・街路交通情勢調査（H27）

➢ 熊本県民の渋滞損失を試算すると、1人当たり約13～17万円/年。 (平均所得の4.9～6.4％※1）

※1 平成30年 市町村民経済計算より
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➢ 熊本は、福岡と比較して、空港～熊本駅周辺の移動時間が長いため、活動時間が制約。
➢ 滞在時間の差による損失を試算すると、年間約17億円。

■滞在時間不足による損失額の試算

機の時間を気にする方が多く、お客が来ない）

滞在時間不足による損失額

滞在時間不足による損失額

約17億円飛行機の時間を気に
して、夕飯を食べに
お客が来ない

関東圏（羽田空港）からの日帰り滞在時間

■試算条件等
熊本空港の全乗客者が1,000円の食事をとった場合に得られる効果を、熊本での滞在時間不
足に伴う損失として算定。

熊本における滞在時間不足による損失額
1,000円×約174万人/年＝約17億円/年

➢ 熊本空港の年間乗客数：約174万人/年（H31空港管理状況書）
➢ 滞在時間3 hで1食分（1000円）利用と想定
➢ 福岡と熊本の滞在時間の差：約 3 h
➢ 福岡の滞在時間：約12:h（H27道路交通センサスデータ、各公共交通機関HP）
➢ 熊本の滞在時間：約8h（H27道路交通センサスデータ、各公共交通機関HP）

経済損失

４．交通課題に伴う経済損失の例
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■救急搬送における損失

➢ 10分20分構想の実現により、救急搬送時間の更なる短縮が期待される。

４．交通課題に伴う経済損失の例

九州中央自動車道
の事例

資料：九州中央自動車道パンフレット
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４．交通課題に伴う経済損失の例

■CO2排出

➢ 走行速度が20km/hから60km/hに向上すれば、燃費が改善され、その結果、CO2排出量は約40％低減する。
➢ 10分20分構想の実現により、走行速度が向上し、 CO2排出量削減が期待される。

資料：国交省「道路政策によるCO2排出削減効果の事例」

資料：国土交通省

走行速度とCO2排出量の関係

混雑区間での速度
高規格道路での
走行速度
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３．交通課題に伴う経済損失の例

■災害時の経済損失
➢ 熊本地震時には、九州縦貫道（植木IC～八代IC）が一時（地震後約2週間）通行止めとなった。
➢ 物流車両の約９割が熊本都市圏内の一般道路へ迂回。
➢ 迂回交通による経済損失は、輸送時間の約２.８倍、輸送コスト約１.５倍。

資料：第3回熊本都市道路ネットワーク検討会
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３．交通課題に伴う経済損失の例

■自動運転普及の遅れ

➢ 2020年に、新東名高速道路においてトラックの隊列走行が実現。早ければ2022年に事業化見込み。
➢ 中心部に自動車専用道路等がない場合は、自動運転による物流部門での生産性向上の恩恵を受けられない等の損失を被り、

道路網が整備された他の地域からも遅れを取る。

物流の生産性向上～トラックの隊列走行の実現に向けた取り組み～

自動運転は、高速自動車道などの自動車専用道路から
実証・事業化が普及していく可能性が高い

自動運転の普及による物流部門での生産性向上の
恩恵を受けられない損失を被り、

道路網が整備された他の地域からも遅れを取る

資料：国土交通省「自動運転の実現に向けた取り組み」（2018年1月）

10分20分構想が実現しない場合
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■熊本県全体の経済成長へ

自専道
59.3km

自専道
80.0km

自専道
145.4km

自専道
47.2km

自専道
108.9km

15兆2,156億円 19兆8,080億円（2018年度）

＋4兆5,924億円

11兆7,137億円（2018年度）10兆6,448億円

6兆1,224億円
（2018年度）

GDP

＋1兆689億円

GDP

GDP

成長期待

30年後

人口減少抑制
地価上昇

物流・人流の活性化

➢令和2年（2020年）の熊本の道路網は、30年前（平成2年）の福岡・広島と同規模であるが、自動車専用道路等
の整備による物流・人流の活性化により、将来の熊本県全体の更なる成長も期待される。

５．他都市事例から見る熊本の将来への期待

自専道
●km

経済成長

30年後

30年後

令和３２年（2050）令和２年（2020）

令和2年（2020年）の熊本
の道路網は、

30年前（平成2年）の福岡・
広島と同規模

自動車専用道路

国道（直轄）

自動車専用道路
（事業中等）
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■熊本県全体の経済成長へ

５．他都市事例から見る熊本の将来への期待

➢熊本県のGDP（国内総生産）は近年、横ばい傾向となっている。
➢一方、福岡県・広島県は政令市指定後～都市高速開通を踏まえ急激に増加し、維持している。

＜熊本県と福岡県、広島県のGDP推移＞ ＜福岡の変遷＞

資料：内閣府「県民経済計算」
※S30～S49：S55基準、S50～H1：H2基準、H2～H７：H7基準、H8～H26：H17基準、H27以降：H23基準で推計）

②「天神北」開通
（昭和63年）

③都市高速環状線が全線開通
（平成24年）

①都市高速開業
（昭和55年）

写真：福岡市、福岡北九州高速道路公社
資料：日本政府観光局（JNTO）

・政令市に指定

・新熊本空港開業

・九州道(植木～熊本)開通
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熊本県 福岡県 広島県

（百億円）

・九州新幹線（鹿児島中央

～新八代間）開業

・政令市に指定

・山陽新幹線が

博多まで開通

・天神地下街完成

・都市高速開業

・地下鉄空港線開業

・キャナルシティ、岩田屋等が開業

・西鉄福岡駅開業

・九州道全線開通

・九州道と都市高速が太宰府で直結

・西九州道と

都市高速が直結

・地下鉄七隈線開業

・都市高速環状線が全線開通

・国家戦略特区に指定

・九州新幹線全線開業

・都市高速開業 ・山陽道と都市高速

が広島東で直結

「天神北」開通

①

②

③

【国際会議開催件数の推移】
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2,000
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熊本地震
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国家戦略特区
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天神ビックバン

始動
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1.92 2.04
2.27 2.37
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福岡県 熊本県 広島県
（兆円）

自専道
47.2km

（都市圏）

自専道
80.0km

（都市圏）

自専道
49.2km

（都市圏）

自専道
59.3km

（都市圏）

リーマンショック

熊本地震

自専道
108.9km

（都市圏）

自専道
145.4km

（都市圏）
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■熊本県全体の経済成長へ

５．他都市事例から見る熊本の将来への期待

➢入込客数及び製造品出荷額でも前頁の国内総生産と同じ傾向を示す。

資料：各市観光統計

【入込観光客数（日帰り＋宿泊）の推移】

人流 物流

30年で
＋10.1㎞
＋0.93兆円

30年で
＋65.4㎞
＋2.06兆円

30年で
＋61.7㎞
＋3.37兆円

資料：工業統計調査

【製造品出荷額の推移】
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➢ 10分・20分構想の実現は、熊本の未来へ向けた発展に大きく貢献する。

５．他都市事例から見る熊本の将来

■未来の熊本

立体的な道路空間の活用 自動運転 モビリティハブ 公共交通など様々な交通モード 賑わいあるまちなか

空港アクセス
約20分

ＩＣアクセス
約10分

ＩＣアクセス
約10分

熊本駅

熊本城

阿蘇くまもと空港

熊本港

中心市街地



５．他都市事例から見る熊本の将来への期待

39

■熊本都市圏・熊本県が抱える課題の解決

39

➢ 熊本都市圏の交通課題解決は、熊本都市圏・熊本県全体に様々な効果が期待される。

防災・自然災害
対応強靭化

医療・介護
ネットワーク

生産性

生産年齢人口
の減少

脱炭素・再生
可能エネルギー

ＳＤＧｓ
への取組み

地震復興需要
剥落

産業振興

企業誘致
道路ネットワーク
ミッシングリンク
・交通渋滞解消

消費低迷

観光振興

☑ 生産・出荷額増強

☑ 2015→2045年 県生産年齢人口は▲30％
（国立社会保障・人口問題研究所）

☑ コロナ禍で個人預金は
3,500億円以上積み上がり

☑ 日帰り旅行中心の
「熊本モデル」からの脱却

☑ 働きがいや経済成長

☑ 県エネルギー域際収支
年間 ▲321億円

☑ 県一人当たりGDP 3.4百万円
⇔ 全国平均 4.4百万円

☑ 第3次医療施設は県内では
日赤・済生会両病院のみ

☑ 復興需要GDP5,000億円剥落

☑ 熊本地震時、鳥栖・えびの間の
輸送時間は2.8倍、コストは1.5倍

☑ 熊本市中心部の自動車速度は
政令市でワースト１

☑ 熊本市内からIC、港、空港への
アクセスの悪さ


